
  

0

100

200

300

400

500

600

700

800

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

2021 2023 2025 2027 2029 2031 2033 2035 2037 2039 2041 2043 2045 2047 2049

累計費用（億円）単年度費用（億円）

年度

更新等の対策費用（従来型）

大規模改修費用 更新費用 累計

100

200

300

400

500

600

700

800

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

2021 2023 2025 2027 2029 2031 2033 2035 2037 2039 2041 2043 2045 2047 2049

累積費用(億円)単年度費用(億円)

年度

更新等の対策費用（長寿命化型）
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1．計画の概要           
2．対象施設の実態         
3．長寿命化によるライフサイクルコストの低減             
4．実施計画の策定           

                 
 

 

 

 

5．計画の継続的運用方針                   (2)対策費用の算出方法 

(1)実施計画の目的 

・実施計画は、長寿命化の推進に必要となる、直近 10年間の各施設の更新等の概算費用を算出して、対策優先

度等を考慮した具体な計画を策定することを目的とします。 

30年間総額 

約 700億円 

(2)推進体制等の整備 

・一般建築物個別施設計画を継続的に運用していくために、施設の所管部署と公共施設等マネジメント専任部署

が連携・調整を図りながら、一般建築物のマネジメントを行っていきます。 

・全庁的な協議を必要とする決定については、「岐阜市公共施設等マネジメント推進委員会」を活用するなどし

て、全庁的な体制で対応を図っていきます。 

(1)更新等の費用の見通し（従来型） 

(1)情報基盤の整備と活用 

・「岐阜市公共施設マネジメントシステム」を活用し、一般建築物の基本情報、更新等の工事履歴や劣化情報等を

一元管理していきます。 

約 100億円 

低減効果 

(2)更新等の費用の見通し（長寿命化型） 

単年度平均 

約 23億円 
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※建設後 60年目に更新する。 

【凡例】（主要構造）RC：鉄筋コンクリート造 SRC：鉄骨鉄筋コンクリート S：鉄骨造 

（更新等の予定）    ：小規模改修    ：大規模改修 

30年間総額 

約 600億円 

(1)劣化診断調査 

・築年数 20 年以上の建築物を対象に劣化診断調査

を実施して、劣化状況を定量化しました。 

・緊急的に更新等が必要な劣化等は比較的少ないで

すが、全体的に劣化が進行しており、今後費用が

集中的に必要となることが予想されます。 

(3)計画期間 

・建築物系施設の状態や取り巻く環境の変化に柔軟に対応し、計

画の実効性を確保できるように 10年間を計画期間とします。 

(1)背景と目的 

・高度経済成長期に建設された施設が一斉に耐

用年数を迎えることで、更新等の費用が集中

して必要となることが懸念されます。 

・岐阜市公共施設の保全に関する指針の基本的

な方針を踏まえて、一般建築物の個別施設計

画として対応方針を定めるものです。今後見

込まれる施設の更新等の費用、将来の財政状

況を勘案し、施設を適切に維持できるように

対応方針と実施計画を示すことを目的とし

ます。 

※目標使用年数に達した際に更新する。 

(2)対象施設 

・本計画は以下のとおり、一般建築物を対象とします。 

大 

岐阜市一般建築物個別施設計画の概要 

(4)実施計画（10年間）（一部抜粋） 

小 劣化の進行 

調査施設数 

65施設 

単年度平均 

約 20億円 

建築物系施設 

・実施計画（10年間）では、予防保全部位を対象に長寿命化のために必要な対策費用を算出します。 

・予防保全部位以外については、更新等の実施時期や規模が不明確であるため、実施計画での費用算出では、

対象外としています。 

・対策費用は、「平成 31年度版建築物のライフサイクルコスト」（国土交通省大臣官房官庁営繕部 監修）を参

考として、標準的な建築物に要する更新単価、費用等を採用します。 

Ａ 学校教育施設 

Ｂ 市営住宅 

Ｃ 特定施設 

（企業会計の施設など）  

Ｄ 一般建築物 

（A,B,C,E以外） 

Ｅ その他施設 

（小規模施設など） 

事後保全で対応 

〈計画の対象施設〉 

・予防保全部位については、部位毎の更新周期を目安として、更新等を計画します。 

・劣化診断調査や各種の点検結果等の結果を踏まえて、早急に対応する必要があると判断されたものについ

ては、優先的に更新等を計画します。 

総合劣化度＝100－{各部位の総和（部位の評価点×部位の重要度係数）} 

(3)対策優先度の考え方 

・限られた財源のなかで、建築物の性能・機能を良好な状態に保つ（維持保全）ため、更新等の実施は、対策の

優先度を踏まえて、計画を策定する必要があります。 

施設管理者としての業務を実施 
・施設の計画的な更新等 
・定期的な点検、診断の実施 
・日常的な管理・運営 
・実施計画の見直し 施設の所管部署 

全庁的な施設マネジメントを担当 
・全庁統一的な基準の設定 
・公共施設全体の計画的管理 
・公共施設に関する基本方針 
・資産活用の取組み 
・実施計画の調整 公共施設等マネジメント専任部署 

岐阜市公共施設等マネジメント推進委員会 
公共施設マネジメントに関して施策・方針 
などの意思決定  全庁的な協議を必要とする決定 

連携・調整 ※築年数が異なる棟を複数有する施設の場合は、各施設のうち主たる棟の築年数を記載。 
※劣化評価は、平成 30年度及び平成 31年度に実施した劣化診断調査結果を記載。 
※劣化状況等により、更新等の予定を変更する場合がある。 
※計画表に記載の工事費は概算である。 

所在地

主要構造 RC 屋根・屋上 A

延床面積（㎡） 2,268.4 外壁 A

建築年度 1970 50※

法定耐用年数 50 80

所在地

主要構造 S 屋根・屋上 B

延床面積（㎡） 291.2 外壁 A

建築年度 1983 37※

法定耐用年数 38 80
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所在地

主要構造 S 屋根・屋上 B

延床面積（㎡） 359.0 外壁 B

建築年度 1985 35

法定耐用年数 38 80
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所在地

主要構造 SRC 屋根・屋上 －

延床面積（㎡） 2,677.3 外壁 －

建築年度 1998 22

法定耐用年数 47 80

300,000 700,000 640,000 660,000 600,000 600,000 620,000 700,000 590,000 680,000

300,000 1,000,000 1,640,000 2,300,000 2,900,000 3,500,000 4,120,000 4,820,000 5,410,000 6,090,000

施設

No.
施設名

2021 2022 2023 2024 2025 2026

更新等の予定

累計（経費込）（千円）

1 柳津地域事務所

施設概要
2027 2028 2029 2030

経過年数

目標使用年数

柳津町宮東１丁目1番

劣化

評価

合計（経費込）（千円）

小規模

2 西部事務所

下鵜飼１丁目88番3号

劣化

評価

経過年数

目標使用年数

熱源、空調

機械設備

5

市橋２丁目8番18号

劣化

評価

88

南部西事務所

もえぎの里

(ＷＳやないづ、柳津老人デイ)

経過年数

目標使用年数

柳津町下佐波西１丁目15番

劣化

評価

経過年数

目標使用年数

大規模

小規模
屋根・屋上、

外壁
消火、昇降機

建築機械設備


